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平成２９年６月８日判決言渡 

平成２９年(行ケ)第１００３３号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年５月９日 

            判      決 

   

 

       原      告    ウエンガー ソシエテ アノニム 

        

       訴訟代理人弁護士    浅 村 昌 弘 

松   川   直   樹 

和   田   研   史 

和   田       嵩 

弁理士    金   井       建 

平   山   啓   子 

望   月   良   次 

高   田   伸   一 

   

       被      告    Ｙ 

            主      文 

 １ 特許庁が取消２０１６－６７０００７号事件について平成２８年９月２９日

にした審決を取り消す。 

 ２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 



 - 2 - 

 本件は，商標登録取消審決の取消訴訟である。争点は，①指定商品に関する商標

使用の有無及び②使用された標章と登録商標との同一性の有無である。 

 １ 本件商標 

 国際登録第１００２１９６号商標（以下，「本件商標」という。）は，下記の構成

からなり，第９類「Ｃａｍｅｒａ ｃａｓｅｓ； ｃｏｍｐｕｔｅｒ ｃａｒｒｙ

ｉｎｇ ｃａｓｅｓ， ｍｏｂｉｌｅ ｐｈｏｎｅ ａｎｄ ｃｅｌｌ ｐｈｏｎ

ｅ ｃａｓｅｓ ａｎｄ ｓｐｅｃｉａｌｔｙ ｈｏｌｓｔｅｒｓ ｆｏｒ ｃａ

ｒｒｙｉｎｇ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｄｉｇｉｔａｌ ａｓｓｉｓｔａｎｔ； ｌａ

ｓｅｒ ｐｏｉｎｔｅｒｓ； ｌｕｍｉｎｏｕｓ ｐｏｉｎｔｅｒｓ」（参考訳：カ

メラケース，コンピュータ用携帯用ケース，移動電話用及びセル式電話用ケース及

び携帯情報端末持ち運び用の特殊ホルスター，レーザーポインタ，発光ポインター），

第１８類「Ａｌｌ－ｐｕｒｐｏｓｅ ｄｒｙ ｂａｇｓ， ｌｕｇｇａｇｅ， ｂ

ａｃｋｐａｃｋｓ， ｄａｙｐａｃｋｓ， ｄｕｆｆｅｌ ｂａｇｓ， ｕｔｉｌ

ｉｔｙ ｂａｇｓ， ｓｈｏｕｌｄｅｒ ｂａｇｓ， ｃａｓｕａｌ ｂａｇｓ， 

ｂｒｉｅｆｃａｓｅｓ， ｎｏｎ－ｍｏｔｏｒｉｚｅｄ ｗｈｅｅｌｅｄ ｐａｃ

ｋｓ， ｃｏｓｍｅｔｉｃ ｃａｓｅｓ ｓｏｌｄ ｅｍｐｔｙ ａｎｄ ｔｏｉ

ｌｅｔｒｙ ｃａｓｅｓ ｓｏｌｄ ｅｍｐｔｙ， ｔｒａｖｅｌ ｂａｇｓ， ｓ

ｍａｌｌ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｌｅａｔｈｅｒ ｇｏｏｄｓ， ｎａｍｅｌｙ， ｗ

ａｌｌｅｔｓ， ｂｉｌｌｆｏｌｄｓ， ｃｒｅｄｉｔ ｃａｒｄ ｃａｓｅｓ， 

ｎｅｃｋ， ｎｅｃｋｌａｃｅ ｗａｌｌｅｔｓ， ａｎｄ ｓｈａｖｉｎｇ ｂ

ａｇｓ ｓｏｌｄ ｅｍｐｔｙ； ｕｍｂｒｅｌｌａｓ ａｎｄ ｎａｍｅ ａｎ

ｄ ｃａｌｌｉｎｇ ｃａｒｄ ｃａｓｅｓ， ｃｏｓｍｅｔｉｃ ｃａｓｅｓ ｓ

ｏｌｄ ｅｍｐｔｙ， ｔｏｉｌｅｔｒｙ ｃａｓｅｓ ｓｏｌｄ ｅｍｐｔｙ， 

ｌｕｇｇａｇｅ ｔａｇｓ， ｗａｉｓｔｐａｃｋｓ， ｂａｇｓ ｗｏｒｎ ｏ

ｎ ｔｈｅ ｂｏｄｙ， ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｃａｓｅｓ， ｔｒａｖｅｌ ｂａ

ｇｓ， ａｌｌ－ｐｕｒｐｏｓｅ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｃａｒｅ ｂａｇｓ， ｓ
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ｍａｌｌ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｌｅａｔｈｅｒ ｇｏｏｄｓ； ｓｈｏｅ ｂａｇ

ｓ ｆｏｒ ｔｒａｖｅｌ； ｕｎｆｉｔｔｅｄ ｂａｇｓ ｆｏｒ ｈａｎｄｈ

ｅｌｄ ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ ｄｅｖｉｃｅｓ； ｗａｉｓｔｐａｃｋｓ ｆｏ

ｒ ｈｏｌｄｉｎｇ ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ ｄｅｖｉｃｅｓ．」（参考訳：汎用防

水バッグ，旅行かばん，バックパック，デイパック（日帰りハイキング用などの小

型ナップサック），ダッフルバッグ，多用途のかばん，肩掛けかばん，カジュアルバ

ッグ，ブリーフケース，車輪の付いたパック（原動機付きのものを除く。），化粧品

用ケース（中身が入っていないもの），旅行かばん，革製の小さな身の回りの物，す

なわち財布，札入れ，クレジットカード入れ，首にぶら下げる財布・ネックレス付

きの財布，シェービングバッグ（中身が入っていないもの），傘及び名刺用ケース，

化粧品用ケース（中身なし），化粧品入れ（空のもの），旅行かばん用タグ，ウエス

トパック，身体に装着させるかばん，書類かばん，旅行かばん，汎用の身の回りの

物を入れるかばん，革製の小さな身の回りの物，旅行用靴袋，手持ち式の電子式装

置に不向きなバッグ，電子式装置保持用のウエストパック）の他，第８類，第１１

類，第１２類，第１４類，第１６類，第２０類，第２２類，第２５類，第３４類に

含まれる商品を指定商品とし，平成２１年１月１６日に国際登録され，平成２２年

１１月５日に設定登録されたものである（甲１，２）。 

 

 ２ 特許庁における手続の経緯 

 被告は，平成２８年４月８日，本件商標の指定商品中，第９類「全指定商品」及

び第１８類「全指定商品」につき商標法５０条に基づく商標登録取消審判を請求し

（取消２０１６－６７０００７号），その登録は同月１５日にされた（甲２）。 
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 特許庁は，平成２８年９月２９日，「国際登録第１００２１９６号商標の指定商品

中，第９類「全指定商品」及び第１８類「全指定商品」については，その登録は取

り消す。」との審決をし，その謄本は，同年１０月６日に原告に送達された。 

 ３ 本件審決の理由の要点 

 商標法５０条による商標登録の取消審判の請求があったときは，同条２項の規定

により，被請求人（原告）において，その請求に係る指定商品のいずれかについて

の登録商標の使用をしていることを証明し，又は使用をしていないことについて正

当な理由があることを明らかにしない限り，その登録の取消しを免れない。 

ところが，審判の請求に対し，被請求人（原告）は，答弁していない。 

したがって，本件商標の登録は，商標法５０条の規定により指定商品中，第９類

「全指定商品」及び第１８類「全指定商品」についての登録を取り消すべきもので

ある。 

第３ 原告主張の審決取消事由 

 １ 本件商標の通常使用権者であるビクトリノックス・ジャパン株式会社（以下，

「ビクトリノックス日本支社」という。）が，本件審判の請求の登録前３年以内（以

下，「本件要証期間」という。）に，本件商標を使用した事実が認められるから，本

件審決は取消されるべきである。 

 ２ 本件商標の通常使用権者 

 スイス連邦の法人であるＶｉｃｔｏｒｉｎｏｘ ＡＧ（以下，「ビクトリノックス

本社」という。）は，平成４年（１９９２年），日本国内において，自社販売会社と

してビクトリノックス日本支社を設立した。その後，原告は，平成１７年（２００

５年），ビクトリノックス本社の傘下の独立子会社となった。それ以降，ビクトリノ

ックス本社及びその子会社は，原告の商標を管理し，平成２２年（２０１０年）１

０月からビクトリノックス日本支社が同社「ウェンガー事業部」によりウェンガー

商品の販売を担当した。 

ビクトリノックス日本支社が日本国内において本件商標を付した原告商品を輸入
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し，販売し，販売の申し出をすることは，日本における事業戦略の一環として，原

告，ビクトリノックス本社，ビクトリノックス日本支社の３社間において当然の前

提となっていたのであり，原告は，当然にビクトリノックス日本支社に対して，本

件商標の使用を許諾していたことが認められる。 

したがって，遅くとも，ビクトリノックス日本支社が原告商品の取扱いを開始し

た平成２２年（２０１０年）以降，現在に至るまで，ビクトリノックス日本支社は

本件商標の通常使用権者である。 

 ３ 本件商標の使用及び使用期間 

(1) 本件商品１～３ 

 ビクトリノックス日本支社は，商品名を「Ｃａｓｅ２２」，商品番号を「６．０６

８．０２２．０００」とする本件商標を付した商品（以下，「本件商品１」という。），

商品名を「Ｃａｓｅ２４」，商品番号を「６．０６８．０２４．０００」とする本件

商標を付した商品（以下，「本件商品２」という。）及び商品名を「Ｃａｓｅ２１」，

商品番号を「６．０６８．０２１．０００」とする本件商標を付した商品（以下，

「本件商品３」という。）を取り扱っている。 

 本件商品１～３は，ベルトに通すことにより腰に装着することが可能な収納用具

であり，本件商標の指定商品であるＣｌａｓｓ１８（第１８類）の「ｓｍａｌｌ ｐ

ｅｒｓｏｎａｌ ｌｅａｔｈｅｒ ｇｏｏｄｓ」（革製の小さな身の回りの物），「ｕ

ｔｉｌｉｔｙ ｂａｇｓ」（多用途のかばん），「ｗａｉｓｔｐａｃｋｓ」（ウエスト

パック），「ｂａｇｓ ｗｏｒｎ ｏｎ ｔｈｅ ｂｏｄｙ」（身体に装着させるかば

ん），「ａｌｌ－ｐｕｒｐｏｓｅ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｃａｒｅ ｂａｇｓ」（汎用の

身の回りの物を入れるかばん）に該当する。 

(2) 販売 

 ビクトリノックス日本支社は，平成２６年（２０１４年）２月１８日，東京都台

東区所在の取引先に対し，本件商品１及び本件商品３を販売した。また，同社は，

同年３月１１日，同取引先に対し，本件商品１及び本件商品２を販売した。 
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(3) ウェブサイトへの掲載 

 ビクトリノックス日本支社は，少なくとも平成２５年（２０１３）５月２４日及

び同年８月２０日の時点において，同社ウェンガー事業部のウェブサイト及びオン

ラインショップ（以下，「本件ウェブサイト等」という。）において，本件商品１～

３を販売のため掲載し，本件ウェブサイト等のタイトル部分に本件商標を付してい

た。 

(4) 小括 

 したがって，本件商標の通常使用権者であるビクトリノックス日本支社は，本件

要証期間内に，指定商品に標章を付したものを譲渡し（商標法２条３項２号），譲渡

のために展示し（同号），また，指定商品に関する広告に本件商標の標章を付して展

示することにより（同項８号），本件商標を使用した。 

４ 本件商標と使用商標の同一性 

 本件商標は，スイス連邦の国旗を模した図形からなるところ，本件商品１～３に

付された商標並びに本件ウェブサイト等のタイトル部分に用いられた商標は，本件

商標と同一である。 

 ５ 被告の主張に対する反論 

  (1) 「使用の証明における指定商品の不一致」について 

   ア 被告は，本件商品１～３がナイフ専用ケースであるから，第８類の指定

商品に該当する旨主張する。 

 しかし，本件商品１～３は，専ら特定の商品を収納するために適合された特殊な

形状ではなく，単品で販売されており，商品名も「Ｃａｓｅ」又は「レザーケース」

と表示されているから，収納する製品を特定していない汎用性のある収納用具であ

って，ナイフ専用ケースであると限定して解することはできない。実際に収納が予

定されている物には，万能工具，クライミングギア，ネイルクリップ，キャンピン

グライターなどがある。 

   イ 被告は，商標・サービス国際分類表国際分類第９版の一般的注釈に基づ
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き，本件商品１～３は，収納される製品と同じ類に該当する旨主張する。 

 しかし，被告の引用する一般的注釈は，「ある商品を類別表，注釈及びアルファベ

ット順の一覧表によって分類することができない場合」に適用されるものである。

革及び人工皮革を材料とする商品は，第１８類の「革及び人工皮革並びにこれらを

材料とする商品であって他の類に属しないもの」に該当するから，類別表によって

分類することができる。また，革又は擬革である収納用具は，「ｉｍｉｔａｔｉｏｎ 

ｌｅａｔｈｅｒ（擬革）」「Ｔｏｏｌ ｂａｇｓ ｏｆ ｌｅａｔｈｅｒ， ｅｍｐ

ｔｙ（革製工具袋）」に該当するから，「アルファベット順の一覧表」によって分類

することができる。したがって，本件商品１～３の属する類の判断において，被告

が引用する一般的注釈を適用することはできない。 

 仮に，被告の主張する一般的注釈の適用を検討するとしても，ある特定の商品を

収納することを目的とする容器が，収納する商品の属する類に属するというにすぎ

ない。本件商品１～３は，汎用性のある収納用具であるから，被告主張の一般的注

釈の「当該商品に適合させた容器」には該当しない。 

  (2) 「本件商標と使用商標との不一致」について 

 本件商品１～３及び本件ウェブサイト等において使用された本件商標には，その

右側に「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字が並べて配置されているが，本件商標が上記欧文

字と一体不可分の組合せとして使用されたということはできない。 

 また，Ｒマークの表示は商標権者の義務ではなく，「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字の右

上にのみＲマークを付していたことは，本件商標の標章と上記欧文字が一体である

ことの根拠とはならない。 

 仮に，本件商品１～３及び本件ウェブサイト等で使用していた標章が，スイス国

旗を模した図形と「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字との組合せと認識されるとしても，こ

の標章と本件商標とは社会通念上同一と認められるものである。 

第４ 被告の主張 

 １ 使用の証明における指定商品の不一致 
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 原告は，ナイフ用レザーケースである本件商品１～３がＣｌａｓｓ１８「ｓｍａ

ｌｌ ｐｅｒｓｏｎａｌ ｌｅａｔｈｅｒ ｇｏｏｄｓ」（第１８類「革製の小さな

身の回りの物」）等に該当すると主張する。 

しかし，商品・役務の区分は，「商標・サービス国際分類表 国際分類第９版」に

よって判断されるべきであるところ，その一般的注釈において，「商品を収納するた

めに当該商品に適合させた容器は，原則として，当該商品と同じ類に分類する。」と

されており，刃物類は第８類に該当するとされている。また，本件商標は，第８類

「ｋｎｉｆｅ ｈｏｌｄｅｒｓ， ｃｕｔｌｅｒｙ ｐｏｕｃｈｅｓ ｓｏｌｄ ｅ

ｍｐｔｙ， ｋｎｉｆｅ ｃａｓｅｓ， ｋｎｉｆｅ ｈｏｌｓｔｅｒｓ， ｋｎ

ｉｆｅ ｃｏｖｅｒｓ」をも指定商品として登録されている。したがって，本件商

品１～３は，ナイフ専用のレザーケースとして第８類に該当するというべきである。 

そうすると，本件商品１～３に本件商標を貼付したものを販売し，本件商品１～

３を宣伝するためのウェブサイト等のタイトル部分に本件商標を使用したとしても，

第１８類に属する商品について本件商標を使用したということはできない。 

２ 本件商標と使用商標との不一致 

本件商標は，スイス連邦の国旗を模した図形のみからなる標章であるところ，ビ

クトリノックス日本支社が本件要証期間内に使用していた標章は，スイス連邦の国

旗を模した図形と「ＷＥＮＧＥＲ」という欧文字が組み合わされたものであり，ま

た，いずれも「ＷＥＮＧＥＲ」の文字の右上にＲマークが付されているから，同標

章は図形単体ではなく，図形と文字を組み合わせた一体の標章として使用していた

ものである。本件商標とビクトリノックス日本支社により使用された標章は，社会

通念上同一ということはできない。 

第５ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

 証拠（かっこ内に掲記のもの）及び弁論の全趣旨によると，以下の事実が認めら

れる。 
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  (1) ビクトリノックス本社は，平成４年（１９９２年），ビクトリノックス日

本支社を設立した（甲３）。原告は，平成１７年（２００５年），ビクトリノックス

本社傘下の独立子会社となった（甲３）。それ以降，ビクトリノックス本社及びその

子会社は，本件商標を含む原告の商標を管理し，平成２２年（２０１０年）１０月

から，ビクトリノックス日本支社が同社「ウェンガー事業部」によりウェンガー商

品の販売を開始した（甲４，５）。 

  (2) ビクトリノックス日本支社は，平成２５年（２０１３年）５月２４日及び

８月１０日，同社のウェブサイトに，本件商品１～３を販売のため掲載した（甲５，

１５，１６）。上記ウェブサイトの各ページのタイトル部分には，本件商標（ただし，

色彩は赤）が記載され，その右側に「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字が黒で記載され，さ

らにその右肩に「®」が黒で記載されている。また，本件商品１～３は，それのみ

で価格が付されており，収納物とは別に購入することが可能である。  

  (3) ビクトリノックス日本支社は，平成２６年（２０１４年）２月１８日，東

京都台東区所在の取引先に対し，本件商品１及び３を販売した（甲１１，１２）。 

  (4) ビクトリノックス日本支社は，平成２６年（２０１４年）３月１１日，前

記(3)記載の取引先に対し，本件商品１及び２を販売した（甲１３，１４）。 

  (5) 本件商品１～３は，いずれも，革製で略直方体のケースである。蓋の表面

には，本件商標が刻まれ，その右側に「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字が刻まれ，さらに

その右肩に「®」が刻まれている。（甲９，１０，１８） 

 本件商品１は，「エヴォグリップＳ５４以外の８５ｍｍナイフに適合する革ケース

です。」，本件商品２は，「１３０ｍｍのスイスアーミーナイフに適合する革ケースで

す。」，本件商品３は，「ネイルクリップを含む全ての６５ｍｍナイフに適合する革ケ

ースです。」と説明されている（甲１６）。上記「８５ｍｍナイフ」「６５ｍｍナイフ」

は，ビクトリノックス日本支社において取り扱っている商品である，８５ｍｍ，６

５ｍｍの「スイスアーミーナイフ」を意味しており，上記「１３０ｍｍのスイスア

ーミーナイフ」を含む「スイスアーミーナイフ」は，刃物であるナイフ及びその他
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のさまざまなツール（爪切り，爪ヤスリ，爪そうじ，ドライバー，栓抜き，穴あけ，

つまようじ，ピンセットなど）をまとめて携帯することができるものである（甲１

８）。 

 ２ 判断 

(1) 使用商標について 

 前記１(5)のとおり，本件商品１～３には本件商標が付されていたところ，前記１

(3)，(4)のとおり，ビクトリノックス日本支社は，本件商品１～３を譲渡したもの

と認められる。また，前記１(2)のとおり，同社は，本件商品１～３を販売のため掲

載したウェブサイトに本件商標を表示したから，本件商品１～３に関する広告を内

容とする情報に標章を付して電磁的方法により提供したものと認められる。したが

って，同社は，本件商標を使用したものと認められる。 

(2) 使用商品について 

前記１(5)のとおり，本件商品１～３は，革製のケースであって，スイスアーミー

ナイフに適合するものとして販売されているものの，その形状は略直方体であって

スイスアーミーナイフ以外の物を収納することも可能であること，その販売形態は，

収納物を伴うことなく本件商品１～３のみで購入することが可能であること，スイ

スアーミーナイフには，刃物であるナイフ等以外に，栓抜きやつまようじなど，他

の物も組み込まれていることからすると，第１８類「ｓｍａｌｌ ｐｅｒｓｏｎａ

ｌ ｌｅａｔｈｅｒ ｇｏｏｄｓ」（革製の小さな身の回りの物）に該当するという

ことができる。 

(3) 使用時期について 

前記１(2)～(4)のとおり，本件商標は，本件商品１～３に，本件要証期間内であ

る，平成２５年５月２４日，同年８月１０日，平成２６年２月１８日及び同年３月

１１日に使用されたことが認められる。 

 (4) 使用者について 

ビクトリノックス日本支社は，前記１(1)のとおり，ビクトリノックス本社ととも
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に本件商標を管理しており，前記１(2)～(4)のとおり，本件商標を使用していたこ

とからすると，本件商標の通常使用権者であると認められる。 

 (5) 小括 

したがって，原告は，要証期間内に日本国内において，本件商標の通常使用権者

が，商標登録取消請求に係る指定商品の一部に，本件商標（社会通念上同一と認め

られる商標を含む。）を使用していたことを証明したものと認められる。本件商標の

登録は，その指定商品のうち，請求に係る指定商品について，商標法５０条の規定

により，取り消すことができない。 

 ３ 被告の主張に対する判断 

 (1)ア 被告は，①商品を収納するために当該商品に適合させた容器は，当該商

品と同じ類に分類すべきであり，刃物類は第８類に該当すること，②本件商標は，

第８類「ｋｎｉｆｅ ｈｏｌｄｅｒｓ， ｃｕｔｌｅｒｙ ｐｏｕｃｈｅｓ ｓｏ

ｌｄ ｅｍｐｔｙ， ｋｎｉｆｅ ｃａｓｅｓ， ｋｎｉｆｅ ｈｏｌｓｔｅｒｓ， 

ｋｎｉｆｅ ｃｏｖｅｒｓ」をも指定商品として登録されていることから，本件商

品１～３は，第８類に該当し，第１８類には該当しない，と主張する。 

   イ 前記①について 

 本件商標の国際登録日当時の国際分類第９版によると，その一般的注釈には，「あ

る商品を類別表，注釈及びアルファベット順の一覧表によって分類することができ

ない場合には，次の（ａ）～（ｆ）までに示すところの基準を適用して分類する。」

「（ｆ）商品を収納するために当該商品に適合させた容器は，原則として，当該商品

と同じ類に分類する。」（甲２０の２）と記載されている。また，国際分類第９版の

類別表の第１８類には，「革及び人工皮革並びにこれらを材料とする商品であって他

の類に属しないもの 獣皮 トランク及び旅行用バッグ 傘，日傘及びつえ むち，

馬具」と記載されており，その注釈には「第１８類には，主として，革，模造の革，

馬具及び他の類に属しない旅行用品を含む。この類には，特に，次の商品を含まな

い。被服，履物，帽子（商品のアルファベット順の一覧表参照）」と記載されている
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（甲２０の３）。これらの記載を総合すると，第１８類には広くかばん類を含むが，

専ら他の類の商品を収納するためのケース類は，当該の他の類に含まれると解する

ことができる（特許庁商標課編「商品及び役務の区分解説」〔国際分類第９版対応〕

の記載（甲２１）も同旨であると解される。）。 

本件商品１～３は，前記２(2)のとおり，スイスアーミーナイフ以外の物も収納で

き，収納物を伴うことなく販売されていること等からすると，専ら第８類に属する

商品を収納するためのケース類ではなく，第１８類の商品に該当するというべきで

ある。したがって，被告の主張は，採用することができない。 

   ウ 前記②について 

前記イで判示したところからすると，本件商標の第８類に属する指定商品「ｋｎ

ｉｆｅ ｈｏｌｄｅｒｓ， ｃｕｔｌｅｒｙ ｐｏｕｃｈｅｓ ｓｏｌｄ ｅｍｐ

ｔｙ， ｋｎｉｆｅ ｃａｓｅｓ， ｋｎｉｆｅ ｈｏｌｓｔｅｒｓ， ｋｎｉｆ

ｅ ｃｏｖｅｒｓ」（参考訳：ナイフホルダー，刃物を入れる袋（空で販売されるも

の），ナイフ用ケース，ナイフ用ホルスター，ナイフのカバー）は，専らナイフ等を

収納するためのケース類を指すと解すべきである。 

本件商品１～３は，前記２(2)及びイのとおり，専ら第８類に属する商品を収納す

るためのケース類ではなく，第１８類の商品に該当するというべきである。したが

って，被告の主張は，採用することができない。 

 (2) 被告は，ビクトリノックス日本支社が使用していた標章には，いずれも「Ｗ

ＥＮＧＥＲ」の文字の右上にＲマークが付されているから，同標章は図形単体では

なく，図形と文字を組み合わせた一体の標章として使用していたものであり，本件

商標と社会的同一性はない，と主張する。 

しかし，前記１(2)(5)のとおり，本件商標と「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字とは左右

に配されており分離可能であること，ビクトリノックス日本支社のウェブサイトに

表示されたものは，本件商標が赤で「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字は黒であることから

すると，本件商標と「ＷＥＮＧＥＲ」の欧文字とは分離して観察することができる。
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また，「®」（Ｒマーク）についても，登録商標を示すものとして分離して観察する

ことができる。これらのことからすると，本件商標と社会通念上同一の商標が使用

されていたと認めることができる。したがって，被告の主張は，採用することがで

きない。 

第６ 結論 

よって，原告の請求には理由があるから，本件審決を取消すこととして，主文の

とおり判決する。 
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